
 
  

【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成18年12月22日

【中間会計期間】 第81期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)

【会社名】 天昇電気工業株式会社

【英訳名】 Ｔensho Electric Industries Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役社長  安 藤 武 彦

【本店の所在の場所】 東京都世田谷区若林２丁目39番２号

【電話番号】 東京(03)3412局1040番(代表)

【事務連絡者氏名】 総務人事部東京事務所担当責任者  関 口 吉 雄

【最寄りの連絡場所】 東京都町田市鶴間687番１号

【電話番号】 東京(042)788局1555番

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長  横 山   彰

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、第79期は関連会社がないため、第80期以降は関連会社の当期

純利益の額及び利益剰余金の額について重要性が乏しいため、記載しておりません。 

５ 純資産額の算定にあたり、第81期中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第79期中 第80期中 第81期中 第79期 第80期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 9,737,176 10,645,442 10,584,522 18,379,933 22,010,887

経常利益 (千円) 505,658 503,011 263,690 738,343 657,175

中間(当期)純利益 (千円) 597,212 271,384 158,180 718,520 361,002

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,194,004 1,200,283 1,208,862 1,197,553 1,208,862

発行済株式総数 (株) 16,856,000 16,925,000 17,014,000 16,895,000 17,014,000

純資産額 (千円) 3,430,442 3,890,304 4,147,757 3,588,024 4,067,030

総資産額 (千円) 16,443,635 18,807,843 21,172,739 15,396,003 19,290,765

１株当たり純資産額 (円) 203.71 230.13 244.09 211.84 238.59

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 40.64 16.07 9.31 44.74 20.61

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 40.35 15.98 9.28 44.43 20.52

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 3.00 3.00

自己資本比率 (％) 20.9 20.7 19.6 23.3 21.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 297,084 △ 158,521 △ 8,621 740,439 88,685

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △1,087,053 △ 1,557,283 △ 849,684 △ 1,263,325 △ 2,548,135

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 939,158 1,019,486 2,001,661 444,573 1,892,342

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 2,246,624 1,322,539 2,597,415 2,019,122 1,450,683

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
404
(131)

447
(133)

540
(167)

406
(129)

458
(130)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。 

また、主要な関係会社の異動については、下記「３関係会社の状況」に記載しています。 

  

３ 【関係会社の状況】 

  自動車部品の製造販売をしておりました第一化研株式会社は、平成18年４月１日付で当社と合併した

ため、関係会社に該当しなくなりました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員にはパートタイマーを含み、派遣社員を除いております。 

４ 従業員数が当中間会計期間において、82名増加しておりますが、主に第一化研株式会社の合併と新規学卒者

採用によるものであります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合はありませんが、労使関係は良好であります。 

  

  

従業員数(名)
540
(167)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、民間設備投資の好調や個人消費の緩やかな拡大により内需が

好調に推移する一方、素材関連は価格高騰が続き、またゼロ金利解除による借入金利の上昇などにより

先行き不透明なものが感じられる状況下で推移いたしました。 

このような状況の中、当社はお客様のご要望にお応えするために、福島工場の塗装設備を始めとして

生産設備の更新を積極的に行っております。しかしながら、当社の主力生産品目であります家電外装部

品は、薄型ＴＶの市場価格の下落に影響され売上高および収益面ともに非常に厳しい環境下で推移いた

しました。また、社員の高齢化に伴う固有技術の伝承等の課題に対処するためおよび事業の拡大発展に

対応するため、近年の新規採用を増大していることから一時的に人件費が増加いたしております。しか

し、派遣社員との入替えを早急に進め全体の人件費の圧縮に努めてまいります。 

この結果、当中間会計期間の業績につきましては、売上高１０５億８４百万円（前年同期比０．６％

減）となりました。営業利益につきましては、３億８百万円（前年同期比４４．１％減）、経常利益は

２億６３百万円（前年同期比４７．６％減）となりました。 

中間純利益につきましても１億５８百万円（前年同期比４１．７％減）となりました。 

「成形部門」 

薄型ＴＶ部品は、出荷数量は前年同期を上回りましたが、構成部品の企画刷新に伴う大幅な価格圧

縮等により、製品価格の下落の影響を受け金額的には前年同期を下回りました。ＯＡ機器部品もお客

様の内製化が進み売上減少となりました。なお自動車部品は、４月１日付けで第一化研株式会社を吸

収合併したことにより大幅に増加いたしました。この結果、売上高は７２億４１百万円（前年同期比

１．２％減）となり、売上全体の６８．４％となりました。 

「容器部門」 

当部門の主力製品であります、医療用廃棄物容器ミッペールの売上高は好調に推移いたしておりま

す。また雨水貯留関連資材も当中間会計期間は大幅に売上高を伸ばしました。しかし、液晶・ＰＤＰ

トレー関連はお客様の設備投資の一巡等もあり売上減となりました。この結果、売上高は２４億６百

万円（前年同期比３．６％減）となり、売上全体の２２．８％となりました。 

「金型部門」 

当部門は、成形品の品質と生産性を造りだす重要な部門として、人材増強・設備更新を積極的に行

っておりますが、海外との価格競争に伴う受注価格の一層の低下環境にあります。しかしながら、当

中間会計期間は海外向け薄型ＴＶ部品金型の売上が計上されたことなどにより、売上高は７億８７百

万円（前年同期比１７．１％増）となり、売上全体の７．４％となりました。 

「不動産賃貸部門」 

当中間会計期間の売上高は１億４８百万円（前年同期比２．１％増）となり、売上全体の１．４％

となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間のキャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

営業活動によるもの    投資活動によるもの    財務活動によるもの 

  △8百万円        △8億49百万円       20億1百万円 

当中間会計期間末における現金および現金同等物は、前事業年度末に比べ１１億４６百万円増加し、

２５億９７百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において営業活動の結果、使用した資金は８百万円（前年同期比１億４９百万円

増）となりました。 

これは、税引前中間純利益２億５１百万円および減価償却費３億４４百万円に対し、営業債務の６

億５８百万円の減少、売上債権１４百万円およびたな卸資産４０百万円の増加および法人税等の支払

９９百万円のマイナス要因があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は８億４９百万円（前年同期比７億７百万円

増）となりました。 

これは、主に有形固定資産の取得による支出８億３８百万円、関係会社株式取得による支出５０百

万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は２０億１百万円（前年同期比９億８２百万

円増）となりました。 

これは、主に長期借入金による収入１９億円、社債発行による収入１０億円および長期借入金の返

済による支出７億１２百万円などによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は販売金額によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％)

成形部門 7,011,971 95.0

容器部門 2,417,976 98.3

金型部門 848,420 126.3

合計 10,278,367 97.8

事業部門 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

成形部門 7,560,484 91.1 1,788,265 94.1

容器部門 2,279,641 91.9 193,776 91.9

金型部門 812,603 112.3 156,097 114.9

合計 10,652,728 92.6 2,138,138 95.2

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％)

成形部門 7,241,606 △1.2

容器部門 2,406,726 △3.6

金型部門 787,528 17.1

不動産賃貸部門 148,661 2.1

合計 10,584,522 △0.6

相手先
前中間会計期間 当中間会計期間

販売高（千円） 割合（％） 販売高(千円) 割合(％)

シャープ株式会社 5,041,097 47.4 4,610,880 43.6



３ 【対処すべき課題】 

資本構成、財務基盤はまだ脆弱であります。また、受注品領域には偏りが見られ、長期的にはバランス

の取れた受注品獲得が重要であります。そのためには、受注活動の基盤となる生産力、技術力、管理能力

の強化を図り、受注支援体制を構築していくことが優先課題であると認識しており、生産現場の社員教

育、設備更新を積極的に進め生産現場の強化を図ってまいります。 

また、企業の継続的な成長により企業価値を高めることが企業として社会的責任を果たす最も重要な課

題と認識し、今後とも努力してまいります。 

① 従来からの主力製品であります、家電・ＯＡ関連部品の一層の生産効率化を図るため、福島、埼

玉、三重各工場の塗装設備の増強、成形設備の更新増強等を進め、お客様のニーズにお応えしてま

いります。 

② 自動車分野は今後とも国内生産が続くものと認識し、受注に注力してまいりました。当期におい

て群馬県太田市所在の子会社第一化研株式会社を吸収合併し、事業展開を強化してまいります。 

③ 海外事業は、平成１５年１２月に中国江蘇省常州市に現地法人を設立し、プラスチック製産業物

流資材製品を中心として売上を計上しております。また、平成１７年１２月に中国上海市所在の上

海シャープ模具工業控制系統有限公司の持分３０％を取得し、金型事業の強化を図っております。

④ 次世代を担う中核人材を育成するために、初級幹部・中級幹部の定期的社内研修および外部研修

会の受講にも積極的、且つ継続的に派遣をしております。  

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成18年2月20日開催の取締役会において第一化研株式会社を吸収合併することを決議し、平

成18年4月1日付けで同社を吸収合併することを決議いたしました。 

(1) 合併会社の名称等 

名称         第一化研株式会社 

所在地       群馬県太田市植木野町278番地1 

代表者       石川修一 

資本金       450百万円 

事業の内容     合成樹脂成形加工 

(2) 合併の目的 

生産体制、業務の効率化を目的としています。 

(3) 合併の内容等 

当社が吸収合併し、第一化研株式会社は解散いたします。 

新株式の発行および資本の増加はありません。 

(4) 第一化研株式会社の資産・負債の状況等 

流動資産      134,549千円 

固定資産      646,203千円 

（資産合計）    780,753千円 

流動負債      319,273千円 

資本の部      461,479千円 

（負債資本合計）  780,753千円 

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間に第一化研株式会社を合併したことにより、同社の群馬工場が新たに当社の主要な設備

となりました。 

  

 
（注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、機械及び装置と工具器具備品の合計であります。 

    ２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前事業年度末において、計画していた重要な設備の新設、除却等の変更はありません。また、当中間会

計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

事業所名 
(所在地)

事業の内容 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
土地
(面積㎡)

その他 合計

群馬工場(群
馬県太田市)

自動車部品の製造販
売

射出成形
設備

48,636
110,693
(6,708)

258,666 417,995 42



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注） 提出日現在の発行数には、平成18年12月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。          

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 17,014,000 17,014,000
東京証券取引所
市場第二部

―

計 17,014,000 17,014,000 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  

 
（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
  

株主総会の特別決議日（平成14年６月27日）

中間会計期間末現在 

（平成18年９月30日）

提出日の前月末現在 

（平成18年11月30日）

新株予約権の数（個） 129（注）１ 129（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 129,000 129,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり181（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
 平成16年７月１日～ 

平成21年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    181,000 

資本組入額 11,739,000
同左

新株予約権の行使の条件

 新株予約権者は、権利行使時

においても、当社の取締役もし

くは従業員の地位にあることを

要す。ただし、任期満了による

退任、定年退職、その他正当な

理由のある場合にはこの限りで

ない。 

 新株予約権者の相続人による

権利行使は認めない。 

 その他の条件は取締役会決議

により決定するものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を必要とする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率



 
（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
  

株主総会の特別決議日（平成15年６月27日）

中間会計期間末現在 

（平成18年９月30日）

提出日の前月末現在 

（平成18年11月30日）

新株予約権の数（個） 146（注）１ 146（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 146,000 146,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり422（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
 平成17年８月１日～ 

平成22年７月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    422,000 

資本組入額 30,806,000
同左

新株予約権の行使の条件

 新株予約権者は、権利行使時

においても、当社の取締役もし

くは従業員の地位にあることを

要す。ただし、任期満了による

退任、定年退職、その他正当な

理由のある場合にはこの限りで

ない。 

 新株予約権者の相続人による

権利行使は認めない。 

 その他の条件は取締役会決議

により決定するものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を必要とする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年４月１日～  
平成18年９月30日

－ 17,014,000 － 1,208,862 － 897,508

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

三甲リース株式会社 岐阜県瑞穂市本田474番１ 5,882 34.57

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２番１号 3,462 20.35

菊 地 五 郎 東京都大田区 759 4.46

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 471 2.77

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７番３号 252 1.48

菊 地 茂 男 東京都目黒区 228 1.34

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町８丁目26 220 1.29

菊 地 将 孔 東京都目黒区 219 1.29

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 209 1.22

住友生命保険相互会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 194 1.14

計 ― 11,897 69.93



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権３個)含まれており

ます。 

２ 「単元未満株式」の欄には当社所有の自己株式283株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
 普通株式

21,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
 普通株式

16,926,000
16,926 同上

単元未満株式
 普通株式

67,000
― 同上

発行済株式総数 17,014,000 ― ―

総株主の議決権 ― 16,926 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
 天昇電気工業株式会社

東京都世田谷区若林 
２丁目39番２号

21,000 ― 21,000 0.1

計 ― 21,000 ― 21,000 0.1

月別 18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 518 430 360 327 320 306

最低(円) 401 330 290 290 265 270



第５ 【経理の状況】 

１ 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

   なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

  

２ 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月

30日まで)の中間財務諸表について、中央青山監査法人、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間財務諸表について、あらた監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

第80期 前中間会計期間の中間財務諸表  中央青山監査法人 

第81期 当中間会計期間の中間財務諸表  あらた監査法人 

  

３ 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な

判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,327,629 2,603,505 1,455,773

 ２ 受取手形 ※５ 1,247,476 1,576,391 1,524,257

 ３ 売掛金 7,024,193 6,495,994 6,495,917

 ４ たな卸資産 1,168,839 1,216,079 1,134,335

 ５ 繰延税金資産 150,354 155,539 145,559

 ６ その他 ※４ 213,289 99,441 115,761

   貸倒引当金 △9,548 △8,672 △10,137

    流動資産合計 11,122,233 59.1 12,138,279 57.3 10,861,467 56.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 
※２

  (1) 建物 2,886,825 3,039,279 2,944,197

  (2) 機械及び装置 993,051 1,268,657 1,061,402

  (3) 土地 1,917,473 2,199,966 2,089,273

  (4) その他 549,543 876,975 601,619

   有形固定資産合計 6,346,893 33.8 7,384,879 34.9 6,696,493 34.7

 ２ 無形固定資産 64,579 0.3 68,644 0.3 67,486 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 523,008 512,943 593,763

  (2) 関係会社株式 447,714 762,484 772,484

  (3) 繰延税金資産 68,348 58,976 62,060

  (4) その他 287,709 292,448 289,338

    貸倒引当金 △52,643 △45,916 △52,328

   投資その他の 
   資産合計

1,274,136 6.8 1,580,936 7.5 1,665,318 8.6 

    固定資産合計 7,685,610 40.9 9,034,460 42.7 8,429,298 43.7 

   資産合計 18,807,843 100.0 21,172,739 100.0 19,290,765 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※５ 5,241,567 1,570,167 3,109,446

 ２ 買掛金 1,845,778 4,651,714 3,554,801

 ３ 短期借入金 ※２ 840,000 830,000 890,000

 ４ １年以内に返済
する長期借入金

※２ 1,091,500 1,350,980 1,206,800

 ５ １年以内に償還 
   する社債

150,000 350,000 150,000

 ６ 未払法人税等 201,828 94,840 107,693

 ７ 賞与引当金 206,655 211,124 206,007

 ８ 設備関係支払手形 357,884 69,605 221,242

 ９ その他 ※４ 559,448 1,027,303 672,001

    流動負債合計 10,494,663 55.8 10,155,735 48.0 10,117,993 52.4

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,850,000 2,500,000 1,775,000

 ２ 長期借入金 ※２ 1,726,900 3,536,100 2,492,950

 ３ 預り保証金 681,843 687,208 684,518

 ４ 役員退職慰労引当金 65,475 ― 68,600

 ５ その他 98,657 145,938 84,673

    固定負債合計 4,422,875 23.5 6,869,246 32.4 5,105,742 26.5

   負債合計 14,917,539 79.3 17,024,982 80.4 15,223,735 78.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,200,283 6.4 ― ― 1,208,862 6.3

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 889,014 ― 897,508

    資本剰余金合計 889,014 4.7 ― ― 897,508 4.7

Ⅲ 利益剰余金

 １ 中間(当期)
未処分利益

1,602,919 ― 1,692,537

    利益剰余金合計 1,602,919 8.5 ― ― 1,692,537 8.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

202,463 1.1 ― ― 272,891 1.4

Ⅴ 自己株式 △4,375 △0.0 ― ― △4,769 △0.0

   資本合計 3,890,304 20.7 ― ― 4,067,030 21.1

   負債・資本合計 18,807,843 100.0 ― ― 19,290,765 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 1,208,862 5.7 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1)資本準備金 ― 897,508 ―

   資本剰余金合計 ― ― 897,508 4.2 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1)その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 1,787,138 ―

   利益剰余金合計 ― ― 1,787,138 8.5 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △4,930 0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 3,888,578 18.4 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 259,178 1.2 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 259,178 1.2 ― ―

   純資産合計 ― ― 4,147,757 19.6 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 21,172,739 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 10,645,442 100.0 10,584,522 100.0 22,010,887 100.0

Ⅱ 売上原価 8,709,216 81.8 8,865,427 83.8 18,479,242 84.0

   売上総利益 1,936,225 18.2 1,719,095 16.2 3,531,645 16.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,385,251 13.0 1,410,884 13.3 2,796,376 12.7

   営業利益 550,973 5.2 308,210 2.9 735,268 3.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 25,321 0.2 34,589 0.3 43,495 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 73,284 0.7 79,108 0.7 121,589 0.6

   経常利益 503,011 4.7 263,690 2.5 657,175 3.0

Ⅵ 特別利益 ※３ 7,448 0.1 8,724 0.1 8,473 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４ 39,357 0.4 21,012 0.2 40,564 0.2

   税引前中間(当期) 
   純利益

471,103 4.4 251,403 2.4 625,084 2.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

180,075 75,189 233,357

   法人税等調整額 19,642 199,718 1.9 18,032 93,222 0.9 30,725 264,082 1.2

   中間（当期）純利益 271,384 2.5 158,180 1.5 361,002 1.6

   前期繰越利益 1,331,535 － 1,331,535

   中間（当期）
未処分利益

1,602,919 － 1,692,537



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金

資本準備金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,208,862 897,508 1,692,537 △4,769 3,794,138

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) － － △50,979 － △50,979

 役員賞与(注) － － △12,600 － △12,600

 中間純利益 － － 158,180 － 158,180

 自己株式の取得 － － － △160 △160

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

－ － － － －

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

－ － 94,601 △160 94,441

平成18年９月30日残高(千円) 1,208,862 897,508 1,787,138 △4,930 3,888,578

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 272,891 272,891 4,067,030

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) － － △50,979

 役員賞与(注) － － △12,600

 中間純利益 － － 158,180

 自己株式の取得 － － △160

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△13,712 △13,712 △13,712

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△13,712 △13,712 80,729

平成18年９月30日残高(千円) 259,178 259,178 4,147,757



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度要約
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 税引前中間(当期)純利益 471,103 251,403 625,084 

 減価償却費 254,075 344,653 593,177 

 貸倒引当金の増加額（△減少額） 482 △ 163 1,775

 受取利息及び受取配当金 △ 7,913 △ 8,845 △ 12,323

 支払利息 43,258 64,076 93,908 

 有形固定資産売却益 △ 417 △ 60 △ 417

 有形固定資産売却損 254 1,180 394 

 有形固定資産除却損 39,102 12,327 40,169 

 投資有価証券売却益 － － △ 5

 投資有価証券売却損 － 7,504 －

 売上債権の減少額（△増加額） △ 2,273,802 △ 14,272 △ 2,022,308

 たな卸資産の減少額（△増加額） △ 235,231 △ 40,837 △ 200,727

 仕入債務の増加額（△減少額） 1,985,694 △ 658,675 1,562,596

 未収入金の減少額（△増加額） △ 5,424 △ 13,948 51,074 

 未収消費税等の減少額（△増加額）  △ 103,086 41,576 △ 108,122

 未払消費税等の増加額 － 36,014 －

 前受金の増加額 63,700 72,710 433

 その他 △ 44,853 53,217 14,718 

    小計 186,940 147,860 639,429 

 利息及び配当金の受取額 7,913 8,845 12,323 

 利息の支払額 △ 42,927 △ 66,059 △ 95,119

 法人税等の支払額 △ 310,448 △ 99,268 △ 467,948

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 158,521 △ 8,621 88,685 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 有形固定資産の取得による支出 △ 1,348,224 △ 838,909 △ 2,044,210

 有形固定資産の売却による収入 766 956 890 

 無形固定資産の取得による支出 △ 28,575 △ 13,345 △ 22,169

 投資有価証券の取得による支出 △ 497 △ 673 △ 1,018

 投資有価証券の売却による収入 － 60,492 6

 関係会社株式の取得による支出 △ 60,000 △ 50,000 △ 384,770

 貸付による支出 △ 128,491 － △ 102,314

 貸付金の回収による収入 1,809 1,000 2,600 

 その他投資にかかる支出 △ 1,380 △ 11,993 △ 4,343

 その他投資にかかる収入 7,310 2,787 7,200 

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 1,557,283 △ 849,684 △ 2,548,135



 

  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度要約
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 短期借入金の返済による支出 
 （純額）

△ 60,000 △ 60,000 △ 10,000

 長期借入による収入 700,000 1,900,000 2,200,000 

 長期借入金の返済による支出 △ 576,300 △ 712,670 △ 1,194,950

 社債の発行による収入 1,000,000 1,000,000 1,000,000

 社債の償還による支出 － △ 75,000 △ 75,000

 株式の発行による収入 5,430 － 22,503 

 自己株式の取得による支出 △ 279 △ 160 △ 673

 配当金の支払額 △ 49,363 △ 50,507 △ 49,536

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

1,019,486 2,001,661 1,892,342 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算 
  差額

△ 265 △ 55 △ 1,332 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  （△減少額）

△ 696,583 1,143,299 △ 568,439

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,019,122 1,450,683 2,019,122 

Ⅶ 合併による現金及び現金同等物の 
  増加額

－ 3,433 －

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末 
  (期末)残高

1,322,539 2,597,415 1,450,683 



(中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準 

  及び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

 償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株

式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算出）

 時価のないもの

  移動平均法による原価

  法

(2)デリバティブ

時価法

(3)たな卸資産

製品・仕掛品

 総平均法による低価法

 原材料

  移動平均法による原価

  法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

     同左

子会社株式及び関連会社株

式

     同左

その他有価証券

 時価のあるもの

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算出）

 時価のないもの

     同左

(2)デリバティブ

     同左

(3)たな卸資産

 製品・仕掛品

     同左

原材料

     同左

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

     同左

子会社株式及び関連会社株

式

     同左

その他有価証券

 時価のあるもの

期末決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算出）

 時価のないもの

     同左

(2)デリバティブ

     同左

(3)たな卸資産

製品・仕掛品

     同左

 原材料

     同左

２ 固定資産の減価償 

  却の方法

(1) 有形固定資産

 定率法（ただし、建物

(附属設備を除く)について

は定額法）を採用しており

ます。

 なお、主な耐用年数は、

以下のとおりであります。

 建物   ７年～４０年

 機械及び

 装置   ２年～１４年

(2) 無形固定資産

 定額法を採用しておりま

す。

 なお、自社使用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用

しております。 

  

  

  

  

  

 

(1) 有形固定資産

     同左  

(2) 無形固定資産

     同左

(1) 有形固定資産

     同左  

(2) 無形固定資産

     同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準 
 

(1) 貸倒引当金
 債権の貸倒による損失に
備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、
貸倒懸念債権及び破産更生
債権については、個別に回
収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しておりま
す。
(2) 賞与引当金
 従業員に対して支給する
賞与の支出に充てるため、
支給見込額に基づき計上し
ております。
(3) 退職給付引当金
当社は、平成15年6月1日
付で確定給付型の退職給付
制度（退職一時金制度およ
び適格年金制度）から確定
拠出年金制度に移行しまし
た。本移行に伴う年金資産
の未移換額（移行時の自己
都合要支給額のうち個人年
金口座へ移行した額を控除
した額で、移行時は80,240
千円）は、制度移行後4年
間で個人口座に支払われる
予定であり、平成17年９月
末の残高は、30,391千円で
あります。
(4) 役員退職慰労引当金

内規に基づく中間期末要

支給額を役員の退職慰労金

の支出に備えて計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金
     同左

(2) 賞与引当金
     同左

(3) 退職給付
当社は、平成15年6月1日
付で確定給付型の退職給付
制度（退職一時金制度およ
び適格年金制度）から確定
拠出年金制度に移行しまし
た。本移行に伴う年金資産
の未移換額（移行時の自己
都合要支給額のうち個人年
金口座へ移行した額を控除
した額で、移行時は80,240
千円）は、制度移行後4年
間で個人口座に支払われる
予定であり、平成18年９月
末の残高は、15,130千円で
あります。
(4) 役員退職慰労金

従来、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、役員

退職慰労金内規に基づく期

末要支給額を計上しており

ましたが、平成18年６月29

日の定時株主総会の決議を

もって役員退職慰労金制度

を廃止したため、廃止日ま

での在任期間に対応した役

員退職慰労金59,988千円

は、確定債務として、固定

負債のその他に含めて表示

しております。

(1) 貸倒引当金
     同左

(2) 賞与引当金
     同左

(3) 退職給付引当金
当社は、平成15年6月1日
付で確定給付型の退職給付
制度（退職一時金制度およ
び適格年金制度）から確定
拠出年金制度に移行しまし
た。本移行に伴う年金資産
の未移換額（移行時の自己
都合要支給額のうち個人年
金口座へ移行した額を控除
した額で、移行時は80,240
千円）は、制度移行後4年
間で個人口座に支払われる
予定であり、平成18年３月
末の残高は、15,130千円で
あります。  
(4) 役員退職慰労引当金

  内規に基づく期末要支給

額を役員の退職慰労金の支

出に備えて計上しておりま

す。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ リース取引の処理 

  方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

     同左 

 

     同左 

 

５ ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

 金利スワップについて

は、特例処理の要件を満た

しておりますので、金利ス

ワップに係る金銭の受払の

純額等をヘッジ対象の借入

金の利息に加減して処理し

ております。

(1)ヘッジ会計の方法

     同左

(1)ヘッジ会計の方法

     同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

  (ヘッジ手段)

  金利スワップ

  (ヘッジ対象)

  借入金の支払利息

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

     同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

     同左

(3)ヘッジ方針

 借入金の金利動向リスク

を回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘ

ッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。

(3)ヘッジ方針

     同左

(3)ヘッジ方針

     同左

(4)有効性評価の方法

 特例処理によっている金

利スワップについては、有

効性の評価を省略しており

ます。

(4)有効性評価の方法

     同左

(4)有効性評価の方法

     同左

６ 中間キャッシュ・ 

  フロー計算書（キ 

  ャッシュ・フロー 

  計算書）における 

  資金の範囲 

 

中間キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。

     同左 

 

 

 

 

 

 

 

キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

７ 外貨建の資産又は 

  負債の本邦通貨へ 

  の換算基準 

 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。

     同左 

 

 

 

 

 外貨建金銭債権債務は、

期末決算日の直物為替相場

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。

８ その他の中間財務 

  諸表（財務諸表） 

  作成のための基本 

  となる事項

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

     同左 

 

 

     同左 

 

 



(会計処理の変更) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号））を

適用しております。

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－

─

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は4,147,757千円でありま

す。

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

(企業結合に係る会計基準等)

 当中間会計期間から「企業結合に

係る会計基準」（平成15年10月31日

企業会計審議会）及び「事業分離等

に関する会計基準」（平成17年12月

27日 企業会計基準委員会 企業会

計基準第７号）並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（平成17年12月27日

企業会計基準委員会 企業会計基準

適用指針第10号）を適用しておりま

す。

(固定資産の減損に係る会計基準)

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

8月9日）及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第6号））を適

用しております。

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日現在)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日現在)

前事業年度末 
(平成18年３月31日現在)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

7,304,062千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

8,254,155千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

7,583,913千円

 

※２ 担保資産

   担保提供資産

 工場財団抵当

  建物 1,110,416千円

  機械及び 
  装置

3,474千円

  土地 715,544千円

  合計 1,829,435千円

   上記の担保資産に対する債務

 短期借入金 540,000千円

 長期借入金 2,643,200千円

 (１年以内に返済予定のも 
 のも含む)

 合計 3,183,200千円

 

※２ 担保資産

   担保提供資産

 工場財団抵当

  建物 1,197,752千円

  機械及び
  装置

3,396千円

  土地 697,259千円

  合計 1,898,408千円

   上記の担保資産に対する債務

 短期借入金 530,000千円

 長期借入金 3,833,080千円

 (１年以内に返済予定のも
 のも含む)

 合計 4,363,080千円

 

 

※２ 担保資産

   担保提供資産

工場財団抵当

 建物 1,090,942千円

 機械及び 
  装置

3,474千円

 土地 715,544千円

 合計 1,809,961千円

   上記の担保資産に対する債務

短期借入金 590,000千円

長期借入金 3,071,750千円

(１年以内に返済予定のも 
 のも含む)

合計 3,661,750千円

 

 

担保提供資産

 十六銀行抵当

  建物 611,149千円

  土地 346,936千円

  合計 958,085千円

   上記の担保資産に対する債務

 短期借入金 500,000千円

 長期借入金 467,300千円

 (１年以内に返済予定のも 
 のも含む)

 合計 967,300千円

担保に対応する債務の金額

には十六銀行よりの長期借入

金467,300千円及び短期借入金

500,000千円が二重に含まれて

おります。

 

 

担保提供資産

 十六銀行抵当

  建物 610,582千円

  土地 346,936千円

  合計 957,518千円

   上記の担保資産に対する債務

 短期借入金 500,000千円

 長期借入金 1,688,390千円

 (１年以内に返済予定のも
 のも含む)

 合計 2,188,390千円

担保に対応する債務の金額

には十六銀行よりの長期借入

金1,688,390千円及び短期借入

金500,000千円が二重に含まれ

ております。

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

担保提供資産

十六銀行抵当

 建物 626,510千円

 土地 346,936千円

 合計 973,446千円

   上記の担保資産に対する債務

短期借入金 500,000千円

長期借入金 849,250千円

(１年以内に返済予定のも 
 のも含む)

合計 1,349,250千円

担保に対応する債務の金額

には十六銀行よりの長期借入

金849,250千円及び短期借入金 

500,000千円が二重に含まれて

おります。



 

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日現在)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日現在)

前事業年度末 
(平成18年３月31日現在)

３ 偶発債務

電力供給に関する購買予約

平成15年８月より10年間自家発電

による電力を継続的に買い受ける契

約を締結しております。これを中途

解約した場合、契約の残存期間の解

約損害金の支払義務が生じます。平

成17年９月末に中途解約した場合の

解約損害金見積額は182,360千円で

あります。

３ 偶発債務

電力供給に関する購買予約

平成15年８月より10年間自家発電

による電力を継続的に買い受ける契

約を締結しております。これを中途

解約した場合、契約の残存期間の解

約損害金の支払義務が生じます。平

成18年９月末に中途解約した場合の

解約損害金見積額は159,080千円で

あります。

３ 偶発債務

電力供給に関する購買予約

平成15年８月より10年間自家発電

による電力を継続的に買い受ける契

約を締結しております。これを中途

解約した場合、契約の残存期間の解

約損害金の支払義務が生じます。平

成18年３月末に中途解約した場合の

解約損害金見積額は147,440千円で

あります。

※４ 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動資産のその他に含

めて表示しております。 

 

─

※４ 消費税等の取扱い

 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債のその他に含

めて表示しております。 

 

※５ 中間期末満期手形の処理

中間期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中間会

計期間末日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間期末日満期手形が

中間期末残高に含まれています。

 受取手形 145,930千円

 支払手形 19,451千円

─ 

 

 

 

 

─



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 営業外収益の主要項目

 受取利息 3,220千円

 受取配当金 4,693千円

※１ 営業外収益の主要項目

 受取利息 2,684千円

 受取配当金 6,161千円

 為替差益 8,636千円
 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 7,284千円

受取配当金 5,038千円

 

※２ 営業外費用の主要項目

 支払利息 32,895千円

 社債利息 10,362千円

 

 

※２ 営業外費用の主要項目

 支払利息 46,722千円

 社債利息 17,354千円

 社債発行費 10,500千円

 たな卸資産
 評価損

1,465千円

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 69,455千円

社債利息 24,452千円

社債発行費 21,000千円

たな卸資産 
 評価損

1,855千円

※３ 特別利益の主要項目

 貸倒引当金 
 戻入額

7,031千円

  固定資産 
  売却益

417千円

※３ 特別利益の主要項目

 貸倒引当金
 戻入額

8,012千円

 

※３ 特別利益の主要項目

貸倒引当金 
 戻入額

8,051千円

固定資産
 売却益

417千円

※４ 特別損失の主要項目

 固定資産 
 除却損

39,102千円

 固定資産 
 売却損

254千円

※４ 特別損失の主要項目

 固定資産
 除却損

12,327千円

 固定資産
 売却損

1,180千円

 投資有価証
 券売却損

7,504千円

※４ 特別損失の主要項目

固定資産
 除却損

40,169千円

固定資産
 売却損

394千円

 ５ 減価償却実施額

 有形固定資産 244,432千円

 無形固定資産 9,410千円

 ５ 減価償却実施額

 有形固定資産 333,928千円

 無形固定資産 10,492千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 572,494千円

無形固定資産 20,218千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 500株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 17,014,000 － － 17,014,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 20,783 500 － 21,283

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 50,979 3 平成18年３月31日 平成18年６月29日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,327,629千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△5,090千円

現金及び 
現金同等物

1,322,539千円

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,603,505千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△6,090千円

現金及び 
現金同等物

2,597,415千円

 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金勘定 1,455,773千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△5,090千円

現金及び
現金同等物

1,450,683千円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

機械及び
装置

530,930 257,551 273,379

工具器具
及び備品

16,031 5,907 10,123

ソフトウ
ェア

21,264 7,331 13,933

合計 568,226 270,790 297,436

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

機械及び
装置

640,014 294,433 345,580

工具器具
及び備品

16,031 9,825 6,206

ソフトウ
ェア

21,264 12,199 9,065

合計 677,309 316,457 360,852

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額

(千円)

機械及び
装置

475,630 218,406 257,223

工具器具
及び備品

16,031 7,866 8,165

ソフトウ
ェア

21,264 9,765 11,499

合計 512,926 236,038 276,888

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 74,273千円

１年超 227,043千円

合計 301,316千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 85,131千円

１年超 283,100千円

合計 368,232千円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 77,886千円

１年超 205,847千円

合計 283,733千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 45,879千円

減価償却費 
相当額

42,256千円

支払利息相当額 3,500千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 46,193千円

減価償却費
相当額

44,024千円

支払利息相当額 3,119千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 89,367千円

減価償却費
相当額

82,477千円

支払利息相当額 7,035千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

……リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

 ・利息相当額の算定方法

……リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利

息法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

  …… 同左

 ・利息相当額の算定方法

  …… 同左

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

  …… 同左

 ・利息相当額の算定方法

  …… 同左



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末(平成17年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注）表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価格であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

(単位 千円) 

 
  

当中間会計期間において、有価証券に減損処理を行ったものはありません。 

なお、減損にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行っております。 

  

区分 前中間会計期間末

その他有価証券
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

 ① 株式 157,256 359,532 202,276

 ② 債券

     社債 11,760 11,760 ―

     その他 260 446 186

計 169,276 371,739 202,463

区分 中間貸借対照表計上額

① 満期保有目的の債券 
   割引金融債券

50,025

   劣後債 101,242

② その他有価証券 
  非上場株式

187,714

③ 子会社株式 
  非上場株式

260,000



当中間会計期間末(平成18年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注）表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価格であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

(単位 千円) 

 
  

当中間会計期間において、有価証券に減損処理を行ったものはありません。 

なお、減損にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行っております。 

  

区分 当中間会計期間末

その他有価証券
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

 ① 株式 90,853 349,762 259,956

 ② 債券

     社債 11,760 11,760 ―

     その他 260 530 270

計 102,874 362,052 260,227

区分 中間貸借対照表計上額

① 満期保有目的の債券 
   割引金融債券

50,034

   劣後債 100,856

② その他有価証券 
  非上場株式

462,484

③ 子会社株式 
  非上場株式

300,000



前事業年度末(平成18年３月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

(単位 千円) 

 
  

当事業年度において、有価証券に減損処理を行ったものはありません。 

なお、減損にあたっては、事業年度末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合には全て減

損処理を行っております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

 
  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

関連会社１社については、純損益及び利益剰余金の額に与える影響が軽微であり、重要性が乏しい

と判断したため、記載しておりません。 

  

区分 前事業年度末

その他有価証券
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

 ① 株式 157,765 430,356 272,591

 ② 債券

     社債 11,760 11,760 ―

     その他 260 560 300

計 169,786 442,678 272,891

区分 貸借対照表計上額

① 満期保有目的の債券 
   割引金融債券

50,035

   劣後債 101,050

② その他有価証券 
  非上場株式

462,484

③ 子会社株式 
  非上場株式

310,000

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日現在)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日現在)

前事業年度末 
(平成18年３月31日現在)

該当事項はありません。

なお、金利スワップ取引を行って

おりますが、いずれもヘッジ会計を

適用しておりますので注記の対象か

ら除いております。

同左 同左



(企業結合等関係) 

  

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

  

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後

企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

（1）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

第一化研株式会社   合成樹脂成形加工 

（2）企業結合の法的形式 

共通支配下の取引 

（3）結合後企業の名称 

天昇電気工業株式会社 

（4）取引の目的を含む取引の概要 

①被合併会社第一化研株式会社は当社100％出資子会社であり、自動車部品の合成樹脂成

形加工を業務としておりましたが、生産体制、業務の効率化を目的として合併いたしま

した。 

②合併期日 

平成18年４月１日 

③合併の形式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、第一化研株式会社は解散しております。 

なお、全額出資子会社との合併でありますので、新株式の発行、資本の増加は行なって

おりません。 

  

２．実施した会計処理の概要 

本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会平成15年10月31日）及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成

17年12月27日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行なっております。 

  



次へ 

(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 230.13円 244.09円 238.59円

１株当たり中間(当期)

純利益
16.07円 9.31円 20.61円

潜在株式調整後1株当た

り中間(当期)純利益
15.98円 9.28円 20.52円

項目
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） － 4,147,757 －

普通株式に係る純資産額（千円） 4,147,757

１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数
（千株）

－ 16,992 －

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

1株当たり中間（当期）純利益

中間(当期)純利益又は当期純利益
（千円）

271,384 158,180 361,002

普通株主に帰属しない金額
（千円）

― ― 12,600

（うち利益処分による役員賞与） (―) (―) (12,600)

普通株式に係る中間(当期)純利益
（千円）

271,384 158,180 348,402

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,883 16,993 16,907

潜在株式調整後1株当たり中間 
(当期)純利益

中間（当期）純利益調整額
（千円）

― ― ―

普通株式増加数（千株） 98 57 70

（うち新株予約権 (千株)） (98) (57) (70)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり中間(当期)純利益の算定に含
めなかった潜在株式の概要

新株予約権 
株主総会の特別決議日 
平成15年6月27日 
（新株予約権 150個）

新株予約権
株主総会の特別決議日 
平成15年6月27日 
（新株予約権 146個）

新株予約権 
株主総会の特別決議日 
平成15年6月27日 
（新株予約権 146個）



前へ 

(重要な後発事象) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

－ 海外合弁会社の設立

 当社は、平成18年10月20日開催の

取締役会において、ポーランド国内

に合弁会社の設立を決議いたしまし

た。この設立は、近時のお客様の海

外展開に伴い、当社の主力生産品目

であります家電外装部品の供給をタ

イムリーに行い、お客様の需要にお

応えするためのものであります。設

立時期は平成19年１月末までを予定

しております。なお、社名、出資比

率等は、現在協議中であります。

 また、当社は、平成18年12月21日

開催の取締役会において、三甲株式

会社とアメリカ合衆国カリフォルニ

ア州サンディエゴ地区に合弁会社を

設立し、メキシコ合衆国ティファナ

地区でこの合弁会社の生産子会社に

よる成形事業を開始することを決議

いたしました。設立時期は平成19年

１月末までを予定しております。な

お、社名、出資比率等は現在協議中

であります。この設立は、ポーラン

ドの合弁会社設立と同趣旨であり、

海外展開を積極的に図ってまいりま

す。

 当社は、平成17年９月30日付で第

一化研株式会社の発行済株式総数を

取得し、子会社といたしました。生

産体制、業務の効率化に重点をおく

必要性が高いと判断したため、平成

18年２月20日開催の当社取締役会に

おける合併契約の決議に基づき、平

成18年４月１日に簡易合併の手続き

により合併いたしました。

 第一化研株式会社は当社に吸収合

併されたことにより平成18年４月１

日付で解散しました。

 当社は、第一化研株式会社の株式

を全て所有しているため、合併によ

る新株式の発行および資本の増加は

ありません。

 合併に際し第一化研株式会社の資

産、負債および権利義務の一切を引

き継ぎました。

 引き継いだ資産および負債の主要

な内訳は次のとおりであります。
(単位：千円)

科目 金額 科目 金額

(資産の部) (負債の部)

流動資産 134,549 流動負債 319,273

固定資産 646,203

有形固定資産 643,853

無形固定資産 1,191

投資等 1,159

負債合計 319,273

資産合計 780,753 差引正味財産 461,479



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第80期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に提

出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年７月18日関東財務局長に提出 

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月21日

天 昇 電 気 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている天昇電気工業株式会

社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第80期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）

に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、天昇電

気工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月

30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 青 木 雄 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 瀬 靖 史 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年12月22日

天 昇 電 気 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている天昇電気工業株式会

社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第81期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）

に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、天昇電

気工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月

30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年10月20日及び12月21日開催の取締役会において、ポーランド及びアメ

リカ合衆国に合弁会社を設立することを決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

  

  

  
  

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別

途保管しております。 

あ ら た 監 査 法 人 

 
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  青 木  雄 二 

     

 
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  廣 瀬   稔 
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